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価格転嫁の実現

2023年度 2024年度 目指すべき世界

実質賃金の上昇

強い経済の実現！！！

企業業績の向上

「ヒトへの投資」の拡大

価格転嫁サポーターの養成、県内事
業者の価格転嫁を支援

≪詳細≫

 11/21価格転嫁サポーター養成の勉強
会を実施し、1,207名養成

 1/15～17各種ツール活用の勉強会を
実施し、実践スキルを向上

 「価格転嫁交渉支援ツール」「収支計
画シミュレーター」を案内し、県内事業
者の価格転嫁を支援
※提案件数：9,630先(2024/12月時点)

 価格転嫁支援セミナーの開催
（2023/8、2024/5、2025/2）

 大規模受注者に「パートナーシップ構
築宣言」を推進
※当社関与により上場企業7社が宣言を
実施

価格転嫁で生まれた利益を「ヒトへの投資」
に振り向ける

≪詳細≫

 11/28価格転嫁サポーター向け人手不足対策勉
強会を実施、1,144名参加（連携：埼玉県、関東
経済産業局、埼玉労働局、埼玉県産業振興公社）
⇒人手不足対策チラシによる対話力強化

 県内企業向け「人的資本経営セミナー」の開催

 求人企業と求職者のマッチング
・有料職業紹介 ・外国人材活用 ・兼業副業人材活用

 生産性の向上(省力化、効率化、人財の高度化)
・省力化投資（DX）の支援 ・リスキリング教育、社員
研修支援

 安心して働ける魅力ある職場づくりの実現(定着
化)
・人事制度、年金制度の整備
・福利厚生メニューの提供

消費の拡大

生産の増加

・2023年度は、「価格転嫁サポーター制度」に参画し、埼玉県・関東経済産業局と連携した勉強会を実施し、1,200名以上のサポーターを養成

サポーターは、受注者側、発注者側の双方に対し支援を実施、価格交渉支援ツールの提案先は9,600件を超え、県内の価格転嫁支援を後押し

・2024年度は、価格転嫁で生まれた利益を「ヒトへの投資」に振り向けるべく、価格転嫁サポーター向け人手不足対策勉強会を開催

埼玉県の重点課題である「人手不足対策」にもアプローチができるよう価格転嫁サポーターの取組みを発展
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好循環を生み出し
地域経済を活性化

(参考)人手不足対策チラシ

１．埼玉りそな銀行の価格転嫁の取組み
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※集計期間：2023年7月12日から2024年12月30日

１．埼玉りそな銀行の価格転嫁の取組み

■価格交渉支援ツールの提案件数

11/28
価格転嫁

サポーター制度
説明会実施

83件
(11/28)

2023年11月以降(価格転嫁サポーター養成)
の提案件数は9,547件

（件）

1,490件
(3/29)

9,630件
(12/30)

2,788件
(4/30)

4,072件
(5/31)

5,022件
(6/28) +935件増加

+747件増加

+705件増加

5,957件
(7/31)

6,662件
(8/30)

+1,043件増加

+1,298件増加

+1,284件増加

7,409件
(9/30)

+1,407件増加

8,452件
(10/31)

9,080件
(11/29)

2023年度 2024年度 3

＜価格交渉・ツールに対するお客さまの反応＞

・グラフで表示されるので見やすく、交渉しやすい
・埼玉県のツールなので、説得力がある
・既存の取引先には交渉しづらい(失注のリスク等)
・理解は示してくれるが、転嫁までは時間がかかる

・継続交渉により前向きな回答を得ることができた
・賃上げを検討する資料として活用できた
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■受注者側の支援

＜第1回 価格転嫁セミナー＞

◆開催概要◆

日 時：2023年8月8日（火）15：00～16：30

開催方法：オンライン（Zoom）

共 催：埼玉県、りそな総合研究所

後 援：関東経済産業局、埼玉りそな産業経済振興財団

構 成：第一部 講師：IKOMA OFFICE 代表 生駒氏

①交渉の心構え

②交渉準備の7ステップ

③価格交渉の戦略と戦術

第二部 各機関からの支援策のご紹介

（1)講師：埼玉県 産業労働部 産業労働政策課

（2)講師：関東経済産業局 産業部 適正取引推進課

◆開催結果◆

参加：278名
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①製造業 ②建設業

③卸売業 ④小売業

⑤サービス業 ⑥不動産業

⑦運輸業 ⑧医療業

⑨その他

（参考）申込企業の属性（ｎ＝288）

１．埼玉りそな銀行の価格転嫁の取組み
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Q1.価格転嫁の取組状況について

既に十分取り組んでいる

取り組んでいる

これから取り組もうとしている

今のところ取り組むつもりはない

その他

◆アンケート◆
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Q2.価格交渉支援ツールについて

既に利用している

利用したいと思う

利用したいと思わない

よく分からない

その他
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Q3.伴走型支援について

利用したいと思う

利用したい思わない

よく分からない

その他

ｎ＝131



■受注者側の支援

＜第2回 価格転嫁セミナー＞

◆開催概要◆

日 時：2024年5月14日（火）15：00～16：20

開催方法：オンライン（Zoom）

共 催：りそな総合研究所

後 援：関東経済産業局、埼玉県

構 成：第一部 講師：㈱ソウルスウェットカンパニー 代表取締役 仲光氏

①「シミュレーション」が価格転嫁対策の最初の一手

②価格交渉支援ツールの簡単な紹介

③会社のお金の流れの見える化で現状を把握する

④意味と根拠ある目標数字の組み立て方

⑤価格転嫁前後の利益シミュレーション法

第二部 各機関からの支援策のご紹介

（1）講師：埼玉県 産業労働部 産業労働政策課

（2）講師：関東経済産業局 産業部 適正取引推進課

◆開催結果◆

参加：139名

１．埼玉りそな銀行の価格転嫁の取組み
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①製造業 ②建設業

③卸売業 ④小売業

⑤サービス業 ⑥不動産業

⑦運輸業 ⑧医療業

⑨その他

（参考）申込企業の属性（ｎ＝86）
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◆お客さまの反応◆

・視覚的に捉えるセミナーであり分かりやすかった
・シミュレーションが大変参考になったので、自社で活用したい
・定期的に価格転嫁に関するセミナーを実施してほしい etc…

※2025年2月２１日に埼玉新聞社と共催で、価格交渉術等の実践
に役立つセミナーを実施



２．事例紹介

会 社 名 ： A社
業 種： 菓子製造業

■原材料費等の高騰による利益率の低下

・ケーキや焼き菓子に使用する砂糖等の原材料費が高騰

・原材料費以外に電気代や人件費も高騰し、利益率が前

年決算よりも低下

１．会社概要

2．お客さまのこまりごと（課題）

３．当社の対応

４．成果

（参考)原材料費の高騰状況（価格交渉支援ツールから一部抜粋）

■「価格交渉支援ツール」の提案

・担当者が当社で実施した価格転嫁サポーター勉強会

(2023年１１月)に参加

・後日、お客さまに価格転嫁に関する取組状況をヒアリング

⇒自社の独自の資料を活用していたが、成果が芳しくない

ことが分かり、埼玉県の「価格交渉支援ツール」を案内

⇒関連会社にもツールを案内し、グループ全体で価格転嫁

の必要性を説明

⇒提案後にツールの使用状況等のフォローも実施

■価格転嫁できた比率が上昇

・「価格交渉支援ツール」を活用して、ホテル・デパート・専

門店等の取引先に価格交渉を実施

・交渉の結果、2024年までに原材料費の高騰分を洋菓子

の価格に転嫁できた比率が従来の7割から９割に上昇

■今後の展開

・商品の絞込みや入替等を行い、引続きコスト増加に対応

・価格転嫁で生まれた利益を活用して、設備投資による省

力化・生産性向上および従業員の賃上げを目指す
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ご清聴ありがとうございました

【ご留意事項】

 本資料は本表彰式・事例発表会の資料として作成されたものであり、内容の正確性及び確実性を当社が保証するものではございません。

 本資料の無断での複写、転写、転載、配布はご遠慮ください。


